



































































































































































































































































































































































































いえ，「女子挺身隊」 の名で 「連行」 という強い表現を用いているため強制的な事案であるとのイメージ








































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を聞かされただけ











































































































































反」 と言っていいのか」「「指示に反して」 や，「意に反して」 ではどうか」といった質問や代替案
を出した。担当次長は「所長命令があったことは複数の東電内部資料で裏付けられている。周りに














クと編集者の間で，「「命令」 より 「指示」 という表現が適切ではないか」「命令を無視して逃げた
というより，命令の内容が十分伝わらなかったのでは」「待機命令を聞いていることの裏はとれて
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は，権力の濫用を単に市民に警告すること―道徳的義務によって求められる極小のもの―を超え
ることに行き着く一つの使命であることを強調する。そして，その極小なものに代わって，市民がよ
き生活を営むことを助けるという，より道徳的に野心のある目標を抱いているのである。
私自身ながらく個人の自由を基本に置くリベラリズムの思想になじんできたから，コミュニタリ
アニズムの考え方総体には違和感がある。しかし，ことジャーナリズムの役割という面では，ここ
に述べられた「市民がよき生活を営むことを助ける」という主張はうなずける。ジャーナリズムは，
私たちの生きる社会をより健全なものにするために不可欠な人間の営みなのである。課せられた役
割を果たすために，ときに政府をはじめとした行政機関や大企業を批判することあるだろう。だが，
それ自体が目標ではないのだ。
「朝日新聞問題」について「糾弾ジャーナリズム」の視点から検討した本稿は，朝日新聞社が設
けた第三者機関の委員会が公表した「意見書」「見解」に多く拠っている。２つの委員会の委員の
精力的な調査活動に改めて敬意を表明したい。
最後に，「慰安婦問題委員会」の２人の委員が「報告書」に付した個人的な見解と，「信頼回復と
再生の委員会」に社外委員として加わった江川紹子氏と国広正氏の「メッセージ」の一部を紹介し
て，擱筆したい。ここでは「糾弾ジャーナリズム」という言葉はむろん使われていないが，その主
張は本稿の趣旨と重なるところがある。
岡本行夫委員は，「記事に 「角度」 をつけ過ぎるな」として，次のように書いている。
当委員会のヒアリングを含め，何人もの朝日社員から「角度をつける」という言葉を聞いた。「事実
を伝えるだけでは報道にならない。朝日新聞としての方向性をつけて，初めて見出しがつく」と。事
実だけでは記事にならないという認識に驚いた。［……］
新聞社に不偏不党になれと説くつもりはない。しかし，根拠薄弱な記事や，「火のないところに煙を
立てる」行為は許されまい。
次に，北岡伸一委員の見解。６点にわたって朝日新聞社の報道姿勢について厳しい批判をしてい
る。次は，その３点目。
第三に指摘したいのは，物事をもっぱら政府対人民の図式で考える傾向である。権力に対する監視
は，メディアのもっとも重大な役割である。しかし権力は制約すればよいというものではない。権力
の行使をがんじがらめにすれば，緊急事態における対応も不十分となる恐れがある。また政府をあま
り批判すると，対立する他国を利して，国民が不利益を受けることもある。権力批判だけでは困るの
である。
127
糾弾ジャーナリズム批判序説
江川紹子氏と国広正氏の「メッセージ」は，「信頼回復と再生のための行動計画」が発表された
１月６日付朝日新聞朝刊に掲載された。まず，江川氏。
権力監視は，これからも重要です。ただ，権力のありようは以前より多様化しています。国家機関
が情報を独占し，秘密保護を強化する領域が存在する一方，役所と市民が協働関係にある分野もあり
ます。見つめる記者には，強い使命感に加え，しなやかな思考と柔軟な発想も求められます。
最後に，国広氏。
朝日新聞の問題は，「権力を監視しなければならない」という過剰な使命感が職業倫理に優先し，自
らのストーリーに合う事実をつまみ食いし，不都合な事実から目をそらすフェアでない記事が大きな
見出しで載る点にあります。
